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公募説明会 資料について
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⚫本資料は注意すべき点について、抜粋して説明して
おります。

⚫詳細については、HP、公募要領の記載事項をご確
認ください。



府省共通研究管理システム（e-Rad）への
研究機関及び研究者代表者登録

公募 HP
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⚫ 本事業への応募は、ＮＥＤＯへの提出に加え、府省共通研究管理システ
ム（e-Rad）への研究機関及び研究者※代表者登録、応募基本情報の入
力が必要です。(機関承認が必要な事業です)

⚫ e-Rad で登録手続きを行わないと応募ができません。研究登録手続きに
時間を要する場合がありますので、余裕をもって登録手続きをしてくだ
さい。

（提案書・申請書ご提出日までには登録手続きを完了して下さい）

⚫ 応募内容提案書は代表して一法人からの登録となりますが、法人ごとに
IDの取得が必要となります。

⚫ 今回の事業への申請に当たって、公募要領を入手し、電子申請を行い、
登録した「応募基本情報」をダウンロードし提出して下さい。

ご注意

※本公募要領での研究者、研究機関は実施者、実施事業者を示すものと
します



1. 件名／2.事業の概要

公募要領（本文）p.1-2
◆ 事業名称：

バイオジェット燃料生産技術開発事業
実証を通じたサプライチェーンモデルの構築

◆ 事業の形態：

◆ 事業期間：
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助成事業

2022年度~2024年度の3年以内※
ＮＥＤＯの指定する日から2025年3月31日（金）
※事業期間が２年を超える事業においては、助成事業期間を２年目
終了時まで、３年目以降に区切ることを原則とし、事業期間２年終
了時に外部有識者による審査を経たうえで事業の継続を行うものと
する。



1. 件名／2.事業の概要

公募要領（本文）p.1-2
◆ 事業規模：
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各年度の助成金の総額（NEDO負担額）は以下のとおり。

２０２２年度 ：合計 4,000百万円程度
２０２３年度 ：合計 1,500百万円程度
２０２４年度 ：合計 1,500百万円程度

・ 数件の採択を予定し、予算の範囲内で採択します。なお、助成金は審
査の結果及び国の予算の変更等により提案額から減額することがあり
ます。

2022年度の１件当たりの年間の助成金の規模は
100百万円～1500百万円程度とします。



◆事業目的

1. 件名／2.事業の概要

公募要領（本文）p.1-2
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想定する将来の製造規模を技術的に実現し得るSAF製造
技術を軸に、将来の事業化を見据えた規模でのSAF製造
および供給に係る空港納入までのサプライチェーンモデ
ルを構築に向けた、各プロセスにおける実証技術開発を
実施し、ＳＡＦ生産に伴い併産されるバイオ燃料などの
利活用も含めたサプライチェーンの確立を加速して、２
０３０年頃までの確実な事業化の実現に資する。



◆事業内容

1. 件名／2.事業の概要

公募要領（本文）p.1-2
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本助成事業では、２０３０年頃までに一貫製造技術の確立、
及びバイオジェット燃料の規格（ＡＳＴＭ Ｄ７５６６等）
の認証取得が見込めるものであって、既存のジェット燃料の
ライフサイクルでの温室効果ガス排出量と比較して、温室効
果ガス排出削減効果が見込まれ、且つ、想定する将来の製造
規模を技術的に実現し得るSAF製造技術として、微細藻類技
術、ガス化・ＦＴ合成技術、Ａｌｃｏｈｏｌ ｔｏ Ｊｅｔ
（ＡＴＪ）技術、ＨＥＦＡ技術や社会実装の観点からそれら
の技術と同等もしくは同等以上と判断される技術（Ｃｏ－ｐ
ｒｏｃｅｓｓｉｎｇ技術等）を想定する。



◆事業内容

1. 件名／2.事業の概要

公募要領（本文）p.1-2
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本助成事業では、最適な原料の選定、SAF製造や供給に係
るサプライチェーンモデルの構築、SAF製造コスト低減、事
業持続性、化石エネルギー収支および温室効果ガス削減効果
等について以下の①～③プロセスの部分実証等を含めた全プ
ロセスの検証を図り、④～⑤の評価等を行い、最終的には助
成事業終了後の事業化を目途として⑥助成事業終了後の事業
計画を作成する実証事業を行う。

※なお、本事業期間中に協力事業者［航空機の所有者又は
使用者、副生物（ＳＡＦ及びその他併産品）の利用者］へ副
生物を譲渡する場合においては、譲渡方式（無償、有償）を
ＮＥＤＯと協議すること。



◆事業内容

1. 件名／2.事業の概要

公募要領（本文）p.1-2
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➢ サプライチェーンモデルの構築
①原料調達プロセス
原料の入手の可能性と継続性、想定する入手先、契約、コスト、法規対応、利用
実績等の知見や調査による、実証の期間およびそれ以降の原料の安定調達

②ニートSAF製造プロセス
製造場所、製造規模、前処理、製造プロセス等を含めた製造に係る諸条件の検証、
製造に係る詳細設計、品質保証/規格準拠（ＡＳＴＭＤ７５６６等の認証が未取得
の技術にあっては、取得までの計画を含む）

③SAF製造以降のプロセス
ニートSAFと化石由来ジェット燃料との混合、品質保証（航空機給油までの手順
の確認、製造物責任を含む）/規格準拠、空港納入（航空機の所有者又は使用者に
よる受領）までの輸送・保管



◆事業内容

1. 件名／2.事業の概要

公募要領（本文）p.1-2
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➢ 事業性評価
④環境影響評価
ICAO及び気候変動に関する政府間パネルによる各算出方法に基づく化石エネル
ギー収支、温室効果ガス削減効果、土地利用変化、生物多様性への影響等につい
ての検証

⑤製造コスト評価および事業性評価
多様なニートSAF製造技術のうち先行する技術によるSAF価格に対し競争力のある
製造コストの実現性、および併産されるバイオ燃料などの利活用も含めた事業持
続可能性

➢ 事業化計画
⑥助成事業終了後の事業化計画



3.応募要件

ⅰ．助成事業を的確に遂行するに足る技術的能力を有すること
ⅱ．助成事業を的確に遂行するのに必要な費用のうち、自己負担分の

調達に関し十分な経理的基礎を有すること。
ⅲ．助成事業に係る経理その他の事務について的確な管理体制及び処理

能力を有すること。
ⅳ．当該助成事業者が遂行する助成事業が、別途定める基本計画を達成

するために十分に有効な研究開発を行うものであること。
ⅴ．当該助成事業者が助成事業に係る企業化に対する具体的計画を有し、

その実施に必要な能力を有すること。
ⅵ．当該助成事業者が助成事業を国際連携による共同研究案件として実

施することを目指している場合は、連携する国外の企業等（助成対
象事業者には含まない）と共同研究にかかる契約・協定等を締結す
ること（又は連携の具体的予定を示すこと）ができること。また、
知財権の取扱いを適切に交渉、管理する能力を有すること。

公募要領（本文）p.2-3
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助成事業者は、単独ないし複数で助成を希望する、本邦の企業、大学等の
研究機関であることが必要です。

◆助成対象事業者



3.応募要件

ⅰ．助成事業が、別紙の基本計画に定められている課題の実用化開発を
行うものであること。

ⅱ．助成事業終了後直ちに実用化を目指す上での開発計画、投資計画、
実用化能力の説明を行うこと

ⅲ．助成事業終了後、本事業の実施により、国内生産・雇用、輸出、内
外ライセンス収入、国内生産波及・誘発効果、国民の利便性向上等、
様々な形態を通じ、我が国の経済に如何に貢献するかについて、
バックデータ※も含め、具体的に説明すること。（我が国産業の競
争力強化及び新規産業創出・新規企業促進への波及効果の大きな提
案を優先的に採択します。）
※バックデータ：上記の基礎となる主要な事項（背景、数値等）

ⅳ．なお、当該助成事業終了後、追跡調査や特許等の取得状況及び事業
化状況調査に御協力いただく場合があります。

ⅴ．助成事業の事務処理については、ＮＥＤＯが提示する事務処理
マニュアルに基づき実施すること。

公募要領（本文）p.3
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助成事業として次の要件を満たすことが必要です。

◆助成対象事業



3.応募要件

ⅵ．「ii.実用化」完遂のため、事業期間2年目終了時における定量化した
目標を示すこと。

ⅶ．将来の事業化を見据えた規模での原料調達から、製造、混合等の
ＳＡＦ並びに併産品製造を可能とする体制を具体的に示すこと。

ⅷ．本事業に関与する協力事業者（航空機の所有者又は使用者
及びその他燃料利用者等、但し｢ⅶ｣の体制外とする）を示すこと。

ⅸ．実施内容に適用され得る法令等に準拠し適切に対応すること。
（環境法令、製造物責任法、租税関連法令等）

公募要領（本文）p.3
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助成事業として次の要件を満たすことが必要です。

◆助成対象事業



3.応募要件

助成の対象となる費用は、課題設定型産業技術開発費助成金交付規程
第 6 条に示すとおりです。

公募要領（本文）p.3-5
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◆助成対象費用

企業規模に応じて、以下の比率で助成する。
・大企業 ：1/2助成
・中堅・中小・ベンチャー企業 ：2/3助成

◆補助率及び助成金の額

２０２２年度の 1 件当たりの年間の助成金の規模は
100百万円~1500百万円程度とします。



公募要領に従い提案書を作成し、その他提出書類とともに
以下の提出期限までにアップロードを完了させてください。

(原則、持参、FAX又は電子メールによる提出は受け付けません)

４.提出期限及び提出先

【提出期限】 2022年7月7日（木） 正午 アップロード完了
【提出先 Web入力フォーム】

https://app23.infoc.nedo.go.jp/koubo/qa/enquetes/3djojfjqljx6

➢提出後、書類不備等により修正、再提出となる事が多くみられます。
➢提出時に受付番号を付与します。再提出時には、初回の受付番号を入力し
てください。再提出の場合は、再度、全資料を再提出してください。

公募要領（本文）p.5-6
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※提案書及び記入上の注意事項は、ＮＥＤＯウェブサイトの公募情報から
ダウンロードできます。
https://www.nedo.go.jp/koubo/FF2_100342.html

https://app23.infoc.nedo.go.jp/koubo/qa/enquetes/3djojfjqljx6
https://www.nedo.go.jp/koubo/FF2_100342.html


４.提出期限及び提出先

公募要領（本文）p.5
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（３）Webフォームに入力する項目

✓ 提案名（テーマ名）
✓ 代表法人番号
✓ 代表法人名称
✓ 代表法人連絡担当者氏名
✓ 代表法人連絡担当者職名
✓ 代表法人連絡担当者所属部署
✓ 代表法人連絡担当者所属住所
✓ 代表法人連絡担当者電話番号
✓ 代表法人連絡担当者Ｅメールアドレス
✓ 研究開発の概要（1000文字以内）
✓ 技術的ポイント
✓ 代表法人主任研究者氏名
✓ 共同提案法人主任研究者氏名
✓ 利害関係者
✓ 研究体制（担当研究開発項目番号と法人名を入力。）
✓ 研究期間（提案する研究期間を記載。）
✓ 提案額（助成率を適用する前の提案総額を記入。）
✓ 初回の申請受付番号（再提出の場合のみ）



４.提出期限及び提出先

公募要領（本文）p.6
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（４）提出書類

✓ 提案書（様式第１）
✓ 助成事業実施計画書（添付資料1）
✓ 研究体制表（別紙1）
✓ 積算総括表（別紙2）
✓ 企業化計画書（添付資料2）
✓ 事業成果の広報活動について（添付資料3）
✓ 非公開とする提案内容（添付資料4）
✓ 主任研究者の研究経歴書（別添１）
✓ その他の研究費の応募・受入状況（別添2）
✓ 若手研究者（40歳以下）及び女性研究者数の記入について（様式2）
✓ 事業開始年度の賃金を引き上げる旨の表明資料について（任意：別添3）

提案書一式（⑲）には次の資料を添付してください。

➢ 電子データを1つのPDFにまとめてご提出ください。



４.提出期限及び提出先

公募要領（本文）p.6
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（４）提出書類

✓ 事業説明資料（PowerPoint）
✓ 会社案内（会社経歴、事業部、研究所等の組織等に関する説明書）
✓ 直近の事業報告書
✓ 財務諸表（貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書）（直近３年分）
✓ 国外企業等と連携している、又はその予定がある場合は当該国外企業等

が連携している、若しくは関心を示していることを表す資料
✓ e-Rad 応募内容提案書

提案書一式（⑳）には次の資料を添付してください。

➢ 電子データは提出物毎に作成し、Zip形式にまとめて
1ファイルとしてご提出ください。



４.提出期限及び提出先

公募要領（本文）p.6-7
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（５）提出にあたっての留意事項
⚫ 提案書は日本語で作成してください。
⚫ 再提出は受付期間内であれば何度でも可能です。同一の提案者から複数の提案

書類が提出された場合は、最後の提出のみを有効とします。
⚫ 登録、応募内容確認、送信ボタンを押した後、受付番号が表示されるまでを受

付期間内に完了させてください。（受付番号の表示は受理完了とは別です。）
⚫ 入力・アップロード等の操作途中で提出期限が来て完了できなかった場合は、

受付けません。
⚫ 通信トラフィック状況等により、入力やアップロードに時間がかかる場合があ

ります。特に、提出期限直前は混雑する可能性がありますので、余裕をもって
提出してください。

⚫ 「３．応募要件」を満たさない者の提案書又は不備がある提案書は受理できま
せん。

⚫ 提案書に不備があり、提出期限までに修正できない場合は、提案を無効とさせ
ていただきます。

⚫ 受理後であっても、応募要件の不備が発覚した場合は、無効となる場合があり
ます。

⚫ 無効となった提案書その他の書類は、NEDOにて破棄させていただきます。
⚫ 応募に際し、併せて府省共通研究開発管理システム（e-Rad）へ応募内容提案

書を申請することが必要です。共同提案の場合には、代表して一事業者から登
録を行ってください。この場合、その他の提案者や委託、共同実施先について
は、研究分担者の欄に研究者の登録をお願いします。



６.助成先の選定

⚫ 外部有識者による採択審査委員会とＮＥＤＯ内に設置する契約・助成審
査委員会の二段階で審査します。

⚫ 採択審査委員会では、提案書の内容について審査し、本事業の目的の達
成に有効と認められる助成事業者候補を選定します。

⚫ 契約助成委員会では、採択審査委員会の結果を踏まえ、ＮＥＤＯが定め
る基準等に基づき、最終的に実施者を決定します。

⚫ 必要に応じてヒアリング審査や資料の追加等をお願いする場合がありま
す。

⚫ 助成事業者の選定は非公開で行われ、審査の経過等、審査に関する問い
合わせには応じられません。

公募要領（本文）p.7-8
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（１）審査の方法について



６.助成先の選定

採択審査委員会では、次の視点から審査します。

ⅰ．事業者評価
・助成事業を遂行する経験、技術的能力、ノウハウを有しているか。
・財務能力を有しているか。（提案されている実証事業規模を実施可能か）
・経理等事務管理、処理能力を有しているか。

公募要領（本文）p.7-8
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（2）審査基準

ⅱ．事業化評価（実用化評価）
・開発又は事業への取組の新規性
・市場創出効果、市場規模、社会的目標達成への有効性

ⅲ．企業化能力評価
・企業化計画の実現性
・生産資源の確保
・販路の確保



６.助成先の選定

採択審査委員会では、次の視点から審査します。

公募要領（本文）p.7-8
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（2）審査基準

ⅳ.技術評価
・技術レベルと助成事業の目標達成の可能性
・基となる研究開発の有無、保有特許等による優位性
・技術の展開性、製品化の実現性
・重要技術課題との整合性

ⅴ．社会的目標への対応の妥当性



2022年

6月8日 ： 公募開始
7月7日 ： 公募締め切り
7月下旬（予定） ： 採択審査委員会（外部有識者による審査）

8月上旬（予定） ： 契約・助成審査委員会
8月中旬（予定） ： 交付予定先決定
8月中旬（予定） ： 公表（プレスリリース）
9月上旬（予定） ： 交付決定

公募要領（本文）p.8

６.助成先の選定
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（4）公募スケジュール



７.留意事項

⚫ 当該助成事業の企業化等により、収益が生じたと認められたときは交付した助成金の
全部又は一部に相当する金額を納付していただくことがあります。

24

公募要領（本文）p.8-14

⚫ ステージゲート方式の採用等により、研究開発の途中段階にて実施内容の見直しや、
研究開発を中止する場合があります。

（1）研究開発計画の変更について

（2）企業化状況報告書等の提出
⚫ 採択された事業にあっては、助成事業完了後に企業化に努めていただくとともに、5年

後までの企業化状況報告書を毎年度提出していただきます。また、助成事業の成果を
踏まえた当該助成事業に係る事業化計画書等を提出していただくことがあります。

（3）収益納付

⚫ 助成金執行の適正化の観点から、助成事業で取得した機械装置等の取得財産には処分
制限があります。（交付規程第16条）

（4）処分制限財産の取扱い



７.留意事項
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公募要領（本文）p.8-14

（5）主任研究者研究経歴書
⚫ 助成事業の遂行を管理し、各種文書の提出や研究員の従事日誌の確認等を行う助成事

業を遂行する際の責任者である主任研究者について、研究経歴書に記載していただき
ます。

（6）追跡調査・評価

⚫ 助成事業終了後、追跡調査・評価に御協力いただく場合がございますので御協
力をお願い申し上げます。追跡調査・評価については、NEDOのHPに掲載し
ている「追跡調査・評価の概要」を御覧願います。また、特許等の取得状況及
び事業化状況調査についても、御協力をいただく場合がございます。



７.留意事項
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公募要領（本文）p.8-14

（9）交付決定の取り消し
⚫ 申請内容の虚偽、助成金の重複受給等が判明した場合、交付決定後であっても

交付決定を取り消し、助成金の返還を求めることがあります。

⚫ 当該研究費について、不正行為の重大性などを考慮しつつ、全部又は一部を返
還していただくことがあります。 (詳しくは、公募要領の箇条7. (10)及び
(11)をご覧ください)

⚫ 事業期間中、不正受給の有無に関わらず、研究費の管理・監査体制整備等の実
施状況について報告を求める場合があります。なお、当該報告書は提案時には
不要です。

（10）公的研究費の不正な使用及び不正な受給への対応
（11）研究活動の不正行為への対応



９.問い合わせ先

提案に係る手続きに関する質問に限り
2022年6月13日（月）から6月17日（金）までの間
下記宛にメールにて受付けます。

件名に「バイオジェット燃料生産技術開発事業/実証を通じたサプライ
チェーンモデルの構築に関する問い合わせ」と記載の上、以下の宛先
にお送りください。

※審査の経過等に関するお問い合わせには応じられません。

国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構
新エネルギー部 バイオマスグループ 矢野、水野、小石
mail：nedo.biofuel@ml.nedo.go.jp

公募要領（本文）p.14
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2022年度課題設定型産業技術開発費
助成事業提案書

様式第１



29

添付資料１

助成事業実施計画書

✓助成事業実施計画書（添付資料1）は外部有識者に
よる事前審査に付されますので、審査材料として十
分な内容を記述してください。

✓ただし、外部有識者に提出したくない内容は、本紙
には概要のみを記入し、詳細は添付資料４に記載し
てください。

✓この場合、本紙に記入する概要が簡略すぎると、評
価者の判断材料が不足し、評価が低くなる恐れがあ
るので注意してください。
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添付資料１

助成事業実施計画書 １．実施計画の細目

(1)事業目的、目標及び事業による効果
①事業目的
✓ マーケットの現状及び将来の規模、競争環境等について具体的かつ簡潔に説明してくださ

い。

②事業目標
✓ 技術開発の目標と現状の水準との対比を数値で記入するなど、具体的かつ簡潔に説明して

ください。この目標が妥当であることを記載してください。また、国内外の技術動向や既
存の技術との関連等について、具体的かつ簡潔に説明してください。

✓ さらに、NEDOの基本計画を達成するために基本計画と技術開発テーマとの関係ならびに
技術開発テーマがもたらす、設定された目標の達成に対する有効性について、できるだけ
定量的に記述してください。

✓ 共同提案の場合、それぞれの理由等を明示してください。
※事業機関が2年を超える事業においては、2年目終了時の中間目標及び事業終了時の最終目
標を記載してください。

③事業による効果
✓ 一般的に期待される効果に加えて、助成事業終了後、本事業の実施により、国内生産・雇

用、輸出、内外ライセンス収入、国内生産波及・誘発効果、国民の利便性向上等、様々な
形態を通じ、我が国の経済再生に如何に貢献するかについて、バックデータも含め、具体
的に説明してください。また、費用対効果について可能な限り定量的な記載を求めてくだ
さい。

(２)事業概要
✓ 事業内容の概要を簡潔に記載してください。
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(3)事業内容
[留意事項]

✓ 研究開発に対する助成であるという性質に鑑み、(1)②の事業目標を達成するために必要な
研究開発の必要性、内容を説明してください。

✓ また、事業内容につては少なくとも以下の検証項目に対する内容を含む、本事業で取り組
む内容について明確に記載ください。

添付資料１

助成事業実施計画書 １．実施計画の細目

➢ サプライチェーンモデルの構築
①原料調達プロセス
（原料の入手の可能性と継続性、想定する入手先、契約、コスト、法規対応、利用実績等の知見や調査による、
実証の期間およびそれ以降の原料の安定調達）

②ニートSAF製造プロセス
製造場所、製造規模、前処理、製造プロセス等を含めた製造に係る諸条件の検証、製造に係る詳細設計、品質管

理/規格準拠（ＡＳＴＭ Ｄ７５６６等の認証が未取得の技術にあっては、取得までの計画を含む）
③SAF製造以降のプロセス
ニートSAFと化石由来ジェット燃料との混合、品質保証（航空機給油までの手順の確認、製造物責任を含む）/

規格準拠、空港納入（航空機の所有者又は使用者による受領）までの輸送・保管
➢ 事業性評価
④環境影響評価

ICAO及び気候変動に関する政府間パネルによる各算出方法に基づく化石エネルギー収支、温室効果ガス削減効
果、土地利用変化、生物多様性への影響 等についての検証。

⑤製造コスト評価および事業性評価
多様なニートSAF製造技術のうち先行する技術によるニートSAF価格に対し競争力のある製造コストの実現性、

および併産されるバイオ燃料などの利活用も含めた事業持続可能性。
➢ 事業化計画
⑥助成事業終了後の事業化計画
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(3)事業内容
[留意事項]

添付資料１

助成事業実施計画書 １．実施計画の細目

✓ 技術開発で克服すべき課題とその問題を解決する手段、今回の開発で達成できるレベルを、
明確にかつ簡潔にできるだけ図表を使用して記入してください。共同提案の場合、それぞ
れの役割分担等を明示してください。

✓ また、提案する技術開発内容の新規性、独創性、優れていると考えられる点を記載して
ください。
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(3)事業内容
✓ 関連するステークホルダー、サプライチェーン全体における事業の対象

範囲、各事業者等の実施内容の分担（範囲）についての図示の一例を示
しますので、わかりやすく図示ください。

添付資料１

助成事業実施計画書 １．実施計画の細目
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添付資料１

助成事業実施計画書 ２．実施計画
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添付資料１

助成事業実施計画書
３．助成先における研究体制

別紙１
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添付資料１

助成事業実施計画書
４．助成事業に要する費用の内訳等

別紙２

✓ 年度毎に作成をお願いします

✓ 可能な限り細分化（機器、用途等アイテムごと）して
計上ください
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添付資料2

企業化計画書

1. 研究開発を行う製品・サービス等の概要
(1)内容
✓ 製品・サービス等の内容や、研究開発の成果が、当該製品・サービスへ

どのように反映されるかを記載してください。

(2) 製作・実施等の制約
✓ 製品・サービス等の製作・実施にあたって、必須となる材料等の調達先

（国、企業、産地等）や制約等、サプライチェーン上の立ち位置等を記
載してください。

(3)用途（販売予定先）
✓ 当該製品・サービスの販売ルート（国、地域含む）、販売先等を記載し

てください。この販売先以外の分野等で利用できる場合は、それについ
ても記載してください。
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添付資料2

企業化計画書

2. 研究開発への取組
✓ 実用化を目指す上での開発計画（開発拠点含む）、投資計画（製造拠点含む）、

実用化能力の説明を記載してください。

(1)研究開発を考えるに至った経緯（動機）

(2)事業として成功すると考えた理由
✓ 事業化を検討する上で事業者が保有する実績、成果等を整理したうえで、事業の

新規性、独創性、他との競争力、生産計画、販売計画など具体的に述べてくださ
い。

✓ 予め事業性評価や可能性調査に実施し、事業可能性について検討している場合は
その成果について記述ください。
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添付資料2

企業化計画書

(3)事業化のスケジュール
✓ 助成期間終了後５年間の事業化計画を、生産・販売・市場獲得などの具体的な事

業化の段階に区分し、事業化の各段階が明瞭となるよう線表で記述してください。
✓ 事業化の各段階において、事業化の中断や延期など、事業化全体の計画変更を考

慮する必要がある重大な障害を予想し、記述してください。
✓ また、重大な障害が回避し得ない場合、どの時点で計画変更の判断を下すのかを、

線表に記入してください。
✓ 生産・販売の一部又は全部を自社で行わない場合は、委託先の選定、協力体制等

を具体的に記述してください。
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添付資料2

企業化計画書

3. 市場の動向・競争力
(1)市場規模（現状と将来見通し）／産業創出効果
✓ 販売開始後5年経過までの国内と海外の市場規模推移（百万円）を示し、その根拠を記述

してください。提案者のみの市場シェアにこだわらず開発した製品の市場規模として捉え
てください。

✓ また、市場における提案者のシェアの推移を見通し、その根拠を記述してください。

(2)競合が想定される他社の開発動向とそれに対する優位性の根拠
✓ 競合が想定される他社の製品・サービスに対し、予想される価格・仕様などを考慮して、

自社製品・サービスの優位性の根拠を記述してください。

(3)価格競争力
✓ 競合製品・サービスの市場価格と自社製品価格の比較、損益分岐点など、価格競争力の算

出根拠を記述してください。
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添付資料2

企業化計画書

4. 売上見通し
(1)売上見通し（単位：百万円）
✓ 販売開始後5年経過までの売上と収益の見通しを記述してください。また、販売単価、販

売数、原価など、売上と収益の算出根拠を記述してください。

(2)売上見通し設定の考え方（算出の基本となる製品、サービ
ス等の予定価格等を具体的に記述すること。）
✓ どのような仕組みで収益を得るのか、投資額など収益の算出根拠を含め、収益計画を記述

してください。



バイオジェット燃料生産技術開発事業

実証を通じたサプライチェーンモデルの構築

テーマ名 ○○○の開発

〇〇〇〇
•提案される企業名を記載してください
•共同提案の場合、代表機関を一番上に記述し、共同提案者を下
に併記してください（委託先、共同研究先は記載不要です）

•本ひな形に従い、提案する研究開発の説明資料を作成してください。
•採択審査委員会におけるヒアリング審査において、本資料を用いた説明を
依頼する場合がございます

•青字の説明書きを参考に記載してください
•特に記載がない限り、ページは極力追加しないでください。
•作成時は説明書きを削除してください

（ひな形１）研究開発テーマ説明資料
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参画機関：○○(株)（委託先：○○(株)）、（共同研究先：△△大学△△研究室）

テーマ名

背景・目的

研究開発の背景・目的（解決を目指す
社会課題、実用化を目指す新たな製
品・サービス等）を分かりやすくイメージで
きる図を挿入してください。

研究開発の概要

•○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

•○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

•○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

•○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

•○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

•○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

•○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

•○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

開発に取り組む技術の原理・手法や開
発内容、応用シーン等を分かりやすくイ
メージできる図を挿入してください。

•提案概要資料を1ページで作成してください。
•同様の内容であれば以下のフォーマットに
限定しません。

提案概要



研究開発の目的

44

•提案する研究開発の目的を記載してください。
設定した目的の背景も説明してください



目的に向かって解決すべき課題
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目的に向かって解決すべき課題を明確に説明してください



研究開発の内容・目標
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・提案する研究開発の内容、研究項目の関係性等を簡潔に記載してください
・適宜図表などを用いて、技術課題の具体的な解決手法をわかりやすく示してください
•適宜、表などを活用してわかりやすく記載してください。

・初年度の実施内容と達成目標は区分して記載してください。

•提案する研究開発の目標を具体的かつ定量的に記載してください
（極力、目標仕様等の具体的な数値を記載してください）
・提案期間が２年を超える場合は、中間目標（2023年度）・最終年度目標を記載してください。



•ベンチマークのイメージ（提案技術の技術目標を示し、優位性がわかるようにしてください）

提案技術の優位性

47

指標Ｘ

指
標
Ｙ

提案技術

A製○○

B製○○

技術α

技術β

C製○○

提案技術 保有技術
（現状）

技術α 技術β

指標X

指標Y 100Hz 50Hz 40Hz 60Hz

指標Z

・・・

例①
例②

保有技術（現状）

•提案する研究開発の背景、課題、ベンチマーク、狙いを記載してください。
•定量的な技術目標と設定の背景を示してください。



実施体制・役割
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・提案する研究開発を実施する体制とそれぞれの役割を下図のように記載してください。
・航空機の所有者又は使用者への燃料供給（製造～給油）を可能とする具体的な体制を
示してください。
・本事業に関与する航空機の所有者又は使用者、副生物（ＳＡＦ及びその他併産品）の利
用者等を協力事業者として記載してください。

○○○株式会社
実施場所：
研究項目：

（○○○○を委託）
実施場所：
研究項目：

（○○○○を委託）
実施場所：
研究項目：

（○○○を共同研究）
実施場所：
研究項目：

△△△株式会社

国立大学法人□□□大学

国立研究開発法人▽▽▽

【助成先】

【共同研究先】

【委託先】

○○株式会社

【協力事業者】

（○○の利用実績報告）



研究開発スケジュール

2022FY 2023FY 2024FY

●●の開
発

（担当：
□□）

●●の開
発

（担当：
△△）

●●の実
証

（担当：
△△）

予算
（百万円）

〇〇 〇〇 〇〇

●●の開発

●●の開発

●●の開発
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●●の
開発実証

○○の開発

・研究開発のスケジュールを下表のように記載してください
・適宜、行を追加してください （同様の内容であれば下表のフォーマットに限定しません）
・予算はNEDO負担額を記載ください。



研究開発予算実施機関内訳
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2022FY 2023FY 2024FY 期間合計

助成先 ○○株式会社 〇〇 〇〇 〇〇 〇〇

委託先 ○○株式会社 （〇〇） （〇〇） （〇〇） （〇〇）

共同研究先
○○大学〇〇研
究室

（〇〇） （〇〇） （〇〇） （〇〇）

助成対象額の合計
[ （）内は内数として取り扱う ]

○○ ○○ ○○ ○○

ＮＥＤＯ負担総額 〇〇 〇〇 〇〇 〇〇



想定される成果
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•提案の内容を実施することによりアウトプットされる具体的な技術や成果等をわかりや
すく説明してください。



研究開発成果の企業化計画
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・添付資料２の企業化計画書より、研究開発成果の実用化・事業化の見込みを説明してく
ださい（現時点での実用化に向けた戦略・方針）
・研究開発に取り組んだ動機、実用化能力等の成功すると考えた理由をわかりやすく説明
をしてください。
・いつごろまでに、どのように実用化・事業化する計画であるかわかりやすく説明をしてくだ
さい。



市場規模・動向・競争力
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・添付資料２の企業化計画書より、研究開発成果の事業化時の市場規模、動向及び成果
の競争力について示してください。



売上見通し
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・添付資料２の企業化計画書より、研究開発成果の事業化時の売り上げ見通し（販売開始
から５年）およびその根拠について示してください。
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事業の遂行を管理し、各種文書の提出や研究員の従事日誌の
確認等を行う助成事業を遂行する際の責任者である主任研究者について、研究経歴
を主任研究者研究経歴書（様式１）に記入し提出してください。
なお、主任研究者は研究実施場所ごとに登録が必要です（共同提案の場合、提案者
ごとに最低1名は登録が必要です）。また研究員が主任研究者を兼ねることも可能で
す。

注意点
①研究開発経歴（現職含む）：

「過去の研究実績（参画プロジェクト）」については、自社独自のプロジェク
トのみならず過去に参画したNEDOプロジェクト等も含めて記載してください。
また、大学への派遣や他の企業／研究機関での勤務経験なども併せて記載して
ください。

②受賞歴、当該研究開発に関する最近５年間の主要論文、研究発表、特許等（外国
出願を含む）：

⚫ 当該研究開発プロジェクトに関連する研究成果を記載してください
⚫ 研究成果を示すものとして、 「論文（研究経歴又は専門分野における代表的な論

文。学会の査読の無いもの等も可）」、「研究発表（学会のみならずシンポジウ
ム等での口頭発表等も可）」、「特許（外国出願を含む）」等がありますが、こ
れに限定しません。なお、共著者、共同発表者、又は共同発明者でも可です。

別添１

主任研究者研究経歴書



提案書類と部数
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書類 部数

提案書 （様式第１） 共同提案の場合は提案者毎に作成 法人ごとに1部

助成事業実施計画書（添付資料１） ） 共同提案の場合は提案者毎に
作成

法人ごとに1部

研究体制表（別紙1） 法人ごとに1部

積算総括表（別紙2） 法人ごとに1部

企業化計画書（添付資料２）共同提案の場合は提案者毎に作成 法人ごとに1部

事業成果の広報活動 について（添付資料３）
共同提案の場合は提案者毎に作成

法人ごとに1部

非公開とする提案内容（添付資料４）
共同提案の場合は必要に応じて提案者毎に作成

法人ごとに1部
（任意）

主任研究者 研究経歴書 （別添１） 法人ごとに1部

その他の研究費の応募・受入状況（別添2） 該当者数による

若手研究者（40歳以下）及び助成研究者数の記入について(様式2) 法人ごとに1部

事業開始年度の賃金を引き上げる旨の表明資料について（別添3）
法人ごとに1部

（任意）



提案書類と部数
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書類 部数

事業説明資料（Power Point） 1部

会社案内 （会社経歴、事業部、研究所等の組織等に関する説明書）
※1年以内に新エネルギー部と契約・交付がある場合は不要

法人（委託先含む）
ごとに1部

直近の事業報告書
法人（委託先含む）

ごとに1部

直近3年分の財務諸表
（貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書。大学等につい
ては、財務諸表などの決算報告書を添付してください）

法人（委託先を含
む）ごとに1部

国外企業等と連携などがある場合は、国外企業との連携もしくは国外
企業が関心を示す文書(公募要領 箇条4.(4))

一式

e-Rad 応募内容提案書 1部



ご応募、お待ちしております。

国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構58


